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平成30年6月19日（火） 

障害者雇用をめぐる最近の動きと 
障害者雇用納付金制度に基づく 
各種助成金等について 

平成30年6月 

独立行政法人 
高齢・障害・求職者雇用支援機構 障害者助成部 
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Ⅰ 障害者雇用をめぐる最近の動き 

１．障害者雇用の状況について 

２．障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正す
る法律の施行及び障害者の雇用の促進等に関する法律
施行規則の一部を改正する省令について 

３．障害者雇用納付金制度について 

Ⅱ（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の 
                 助成金等 

１．助成金の支給実績について 

２．助成金等の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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○ 民間企業の雇用状況  
   雇用者数 49.6万人 （身体障害者33.3万人、知的障害者11.2万人、精神障害者5.0万人） 
  実雇用率 1.97％ 法定雇用率達成企業割合 50.0％  
○ 雇用者数は14年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。 

 （平成29年6月1日現在） 

（S63 .4.1） 

障害者雇用の状況 
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の施行及び 
障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令について 

●障害者雇用義務の対象に精神障害者が追加されたことによる、法定雇用率の引き上げ 
（平成30年４月１日施行） 

■民間企業における雇用率設定基準 
               身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 
                  ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 
  障害者雇用率  ＝ 
                           常用労働者数  ＋  失業者数 

事業主区分 
法定雇用率 

平成３０年３月３１日まで 平成３０年４月１日以降 

民間企業 2.0% 2.2% 

国、地方公共団体等 2.3% 2.5% 

都道府県等の教育委員会 2.2% 2.4% 

■法定雇用率 

（平成33年４月より前に、さらに、0.1%ずつの引き上げ。） 
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の施行及び 
障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令について 

●精神障害者である短時間労働者の算定方法に係る特例措置 

 精神障害者の職場定着を促進するため、法定雇用率制度や障害者雇用納付金制
度において、精神障害者である短時間労働者に関する算定方法を、以下のように見
直し 

精神障害者である短時間労働者であって、 
 

雇入れから３年以内の方又は精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の方 
  かつ、 

平成35年３月31日までに、雇い入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方 
 

 
 
 
 

雇用率算定方法 （対象者１人につき）

0.5→1 

（平成30年４月１日施行） 
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法定雇用率 
未達成企業 

法定雇用率 
達成企業 

※ 障害者雇用促進法に基づき、少なくとも5年ごとに労働者及び失業者並びに障害者数の総数の割合の推移を勘案して政
令で設定。 

 雇用率未達成企業（常用労働者１00人超）から納付金を徴収し、雇用率達成企業などに対して調

整金、報奨金を支給するとともに、各種の助成金を支給。 

雇用 
障害者数 

雇用 
障害者数 

「納付金」の徴収 
【不足１人当たり 月額５万円】 

法定雇用率
※ 
相当数 

未達成 

達 成 

（常用労働者100.5～200人の事業主は、
不足１人あたり月額４万円） 

未達成企業 

達成企業 

「調整金」の支給 
【超過１人当たり 月額２万７千

円】 

「報奨金」の支給 
（常用労働者100人以下） 

【超過１人当たり  

月額２万１千円】 

その他 

「助成金」の支給 
（設備等に対し） 

障害者雇用納付金制度について 

9 
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障害者雇用納付金制度の財政状況について 

単位：億円 

年度（平成） ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

納付金収入（ａ） 155 137 192 192 163 240 220 312 

支出（ｂ） 236 235 226 235 219 195 190 241 

  調整金／報奨金 114 119 134 147 164 125 143 195 

    うち調整金 67 71 90 104 120 82 95 155 

    うち報奨金 47 47 44 42 45 44 48 40 

  助成金 77 79 69 66 31 40 17 12 

  事務事業費 44 38 22 20 21 28 26 29 

単年度収支（ａ－ｂ） ▲ 81 ▲ 99 ▲ 34 ▲ 43 ▲ 55 44 30 71 

積立金額 257 158 120 76 20 64 93 172 

※ 表中の数値は決算値を記載。 

※ 支出（ｂ）の額については、調整金の外、還付金が含まれる。 
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助成金の支給実績について 

件数 170 116 108 83 79 487 195

金額 101,260 78,427 55,163 48,423 39,585 288,460 98,702

件数 8 3 3 1 0 12 8

金額 2,399 551 414 203 0 7,592 1,961

件数 112 117 65 51 36 9,199 15,925

金額 --- --- --- --- --- 1,311,355 1,790,083

件数 22 48 46 35 17 2,033 2,344

金額 1,244 3,040 2,049 1,050 2,157 405,187 462,738

件数 2 0 2 0 0 17 16

金額 54,327 0 42,236 0 0 3,205 56,002

件数 2 6 1 --- --- 99 127

金額 24,340 18,858 --- --- --- 528,137 906,199

件数 316 290 225 170 132 11,847 18,615

金額 183,570 100,876 99,862 49,676 41,742 2,543,936 3,315,685

※認定金額は施設・設備等のみである。

区              分 
25年度 28年度

合　　計

１　障害者作業施設設置等助成金

２　障害者福祉施設設置等助成金

３　障害者介助等助成金

６　障害者能力開発助成金

４　重度障害者等通勤対策助成金

５　重度障害者多数雇用事業所
　　施設設置等助成金

障害者助成金認定・支給状況の推移（平成２５年度～２９年度）

25年度 26年度26年度 29年度27年度


Ｈ22～29



		障害者助成金認定・支給状況の推移（平成２５年度～２９年度） ショウガイシャ ジョセイキン ニンテイ シキュウ ジョウキョウ スイイ ヘイセイ ネンド ネンド

																						（単位：千円） タンイ センエン

																						平成３０年３月３１日現在 ヘイセイ ネン ガツ ニチ ゲンザイ

				区              分  ク ブン

								25年度 ネンド		26年度 ネンド		27年度 ネンド		28年度 ネンド		29年度 ネンド		25年度 ネンド		26年度 ネンド		27年度 ネンド		28年度 ネンド		29年度 ネンド



				１　障害者作業施設設置等助成金 ショウガイシャ サギョウ シセツ セッチ トウ ジョセイキン		件数 ケンスウ		170		116		108		83		79		487		195		113		88		76

						金額 キンガク		101,260		78,427		55,163		48,423		39,585		288,460		98,702		56,301		45,299		39,546

				２　障害者福祉施設設置等助成金 ショウガイシャ フクシ シセツ セッチナド ジョセイキン		件数 ケンスウ		8		3		3		1		0		12		8		1		3		1

						金額 キンガク		2,399		551		414		203		0		7,592		1,961		141		413		195

				３　障害者介助等助成金 ショウガイシャ カイジョトウ ジョセイキン		件数 ケンスウ		112		117		65		51		36		9,199		15,925		9,195		7,327		5,763

						金額 キンガク		---		---		---		---		---		1,311,355		1,790,083		1,076,728		898,727		715,579

				４　職場適応援助者助成金 ショクバ テキオウ エンジョシャ ジョセイキン		件数 ケンスウ		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

						金額 キンガク		---		---		---		---		---		0		0		0		0		0

				（第1号職場適応援助者） ダイ ゴウ ショクバ テキオウ エンジョシャ		件数 ケンスウ		30		26		0		0				3,783		5,142		3,196		510

						金額 キンガク		---		---		---		---				515,447		643,026		232,655		14,356

				（第2号職場適応援助者） ダイ ゴウ ショクバ テキオウ エンジョシャ		件数 ケンスウ		43		62		0		0				72		92		75		0

						金額 キンガク		---		---		---		---				33,014		43,809		33,729		---

				４　重度障害者等通勤対策助成金 ジュウド ショウガイシャ トウ ツウキン タイサク ジョセイキン		件数 ケンスウ		22		48		46		35		17		2,033		2,344		1,428		1,168		819

						金額 キンガク		1,244		3,040		2,049		1,050		2,157		405,187		462,738		268,078		208,532		136,755

				５　重度障害者多数雇用事業所
　　施設設置等助成金
　　　　　　　　　　　　 ジュウド ショウガイシャ タスウ コヨウ ジギョウショ シ セツ セッチ トウ ジョセイキン		件数 ケンスウ		2		0		2		0		0		17		16		9		2		0

						金額 キンガク		54,327		0		42,236		0		0		3,205		56,002		1,192		41,215		0

				（うち第1種施設設置等） ダイ シュ シセツ セッチ トウ		件数 ケンスウ		0		0		0		0				0		0		0		0

						金額 キンガク		0		0		0		0				0		0		0		---

				６　障害者能力開発助成金 ショウガイシャ ノウリョク カイハツ ジョセイキン		件数 ケンスウ		2		6		1		---		---		99		127		14		2		1

						金額 キンガク		24,340		18,858		---		---		---		528,137		906,199		38,170		2,657		1,335

				（うちグループ就労訓練） シュウロウ クンレン		件数 ケンスウ		1		0		1		0				42		29		8		2

						金額 キンガク		---		---		---		0				51,810		29,623		11,496		2,657

				合　　計 ア ケイ		件数 ケンスウ		316		290		225		170		132		11,847		18,615		10,760		8,590		6,660

						金額 キンガク		183,570		100,876		99,862		49,676		41,742		2,543,936		3,315,685		1,440,610		1,196,843		893,410



				※認定金額は施設・設備等のみである。 ニンテイ キンガク シセツ セツビ トウ
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

１ 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

①職場介助者の配置または委嘱助成金

②手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金

③障害者相談窓口担当者の配置助成金

【平成30年度新設】

障害者介助等助成金

障害者介助等助成金
概要


①職場介助者の配置または委嘱助成金



②手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金



③障害者相談窓口担当者の配置助成金

　【平成30年度新設】

障害者介助等助成金



障害者介助等助成金

概要





具体的にどのような「介助」が助成金の対象となるかを説明します。



「障害者介助等助成金」には、「職場介助者の配置または委嘱助成金」と「手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金」と「障害者相談窓口担当者の配置助成金」があります。



１つ目の「職場介助者の助成金」は、介助者が重度の視覚障害者のために業務に必要な文書を読むとか、重度の身体障害で両腕と両脚が不自由な方のためにパソコンの入力作業をするといった場合の助成金です。



２つ目の「手話通訳・要約筆記等担当者の助成金」は、聴覚障害の方のために、業務上の必要があるときに、事業主が手話通訳者や要約筆記者等を依頼した場合などに対象となる助成金です。



３つ目の「障害者相談窓口担当者の配置助成金」は、障害のある従業員からの合理的配慮に係る相談等に応じるため、社内に相談窓口担当者を増配置したり、外部の専門機関に相談業務を委嘱する場合に対象となる助成金です。



なお、「配置」と「委嘱」の違いは、社内の従業員が介助する場合が「配置」で、社外の人と契約を結んで介助の仕事をしてもらう場合が「委嘱」です。



１５ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

○対象障害者を雇用してから原則１年を経過する前に申請
すること。

○業務を行うにあたって、障害を理由とした課題・問題が
あり、そのままでは雇用の継続が困難であること。（課題が
一般的な業務上の課題である場合や介助の必要性が認められない場合
等は、対象外）

○職場介助者等を配置または委嘱し、課題・問題を解決す
るための介助等を行うこと。

①職場介助者の配置または委嘱助成金
②手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金 のポイント

障害者介助等助成金
ポイント


○対象障害者を雇用してから原則１年を経過する前に申請すること。



○業務を行うにあたって、障害を理由とした課題・問題があり、そのままでは雇用の継続が困難であること。（課題が一般的な業務上の課題である場合や介助の必要性が認められない場合等は、対象外）



○職場介助者等を配置または委嘱し、課題・問題を解決するための介助等を行うこと。

①職場介助者の配置または委嘱助成金
②手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金　のポイント

障害者介助等助成金

ポイント





続いて、職場介助者の配置または委嘱助成金 及び 手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金に共通する、主なポイントとして３点、申し上げます。



１つ目は、対象障害者を雇用してから、「原則１年を経過する前」に申請することです。



２つ目は、業務を行うにあたって、「障害を理由とした課題・問題」があり、「そのままでは雇用の継続が困難」であることです。



カッコの中に「課題が一般的な業務上の課題である場合や介助の必要性が認められない場合は対象外」とありますが、新入社員で力量がまだ十分でなくサポートが必要というような場合などは、一般的な課題であり、障害を理由とした課題ではないため対象とはなりません。



３つ目は職場介助者等を配置または委嘱し、２つ目のポイントで説明した障害を理由とした課題・問題を解決するための介助等を行うことです。



１６ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

概要
障害者介助等助成金

「職場介助者の配置助成金」の概要1

○対象となる障害者ごとに、１人の職場介助者を
配置する

○障害者が主体的に業務を行うために必要な次の
ような介助（例）

・事務処理に必要な文書の朗読

・文書の作成及びその補助業務

・公共交通機関で移動時の手引き介助


概要

障害者介助等助成金

「職場介助者の配置助成金」の概要1

○対象となる障害者ごとに、１人の職場介助者を配置する



○障害者が主体的に業務を行うために必要な次のような介助（例）

・事務処理に必要な文書の朗読

・文書の作成及びその補助業務

・公共交通機関で移動時の手引き介助





























































この助成金のうち「職場介助者の配置助成金」の概要について説明します。



１つ目は、対象となる障害者の方１人に対し、１人の職場介助者を配置することです。繰り返しますが、「配置」というのは、

社内の従業員の中から「介助者」を置くことです。

この助成金の場合、１人の職場介助者が複数の障害者を介助することはできません。



２つ目は、障害者の方が主体的に業務を行うために必要な介助をするということです。



ここでは３つ例をあげていますが、文書の朗読、文書の作成及びその補助業務、公共交通機関での移動時の手引き介助などです。



なお、「障害者が主体的に業務を行うために必要な」とあるとおり、ここに例としてあげている介助業務であっても、障害者の方の指示によらず

職場介助者が主体的に業務を行っている場合や、職場介助者が単に障害者の方のそばにいるだけというような場合は対象となりませんのでご注意ください。



１７ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

「職場介助者の配置助成金」の概要2

対象となる障害者 助成率 限度額 支給期間

・２級以上の視覚障
害者
・２級以上の両上肢
機能障害及び２級以
上の両下肢機能障害
を重複する者
・３級以上の乳幼児
期以前の非進行性の
脳病変による上肢機
能障害及び３級以上
の乳幼児期以前の非
進行性の脳病変によ
る移動機能障害を重
複する者

3/4
１５万円

/月

最長
10年間

障害者介助等助成金
概要


「職場介助者の配置助成金」の概要2

		対象となる障害者		助成率		限度額		支給期間

		・２級以上の視覚障害者
・２級以上の両上肢機能障害及び２級以上の両下肢機能障害を重複する者
・３級以上の乳幼児期以前の非進行性の脳病変による上肢機能障害及び３級以上の乳幼児期以前の非進行性の脳病変による移動機能障害を重複する者		3/4		１５万円
/月		最長
10年間



障害者介助等助成金

概要







対象となる障害者の種類や助成率などはこのようになっています。



「対象となる障害者」については、細かい規定があります。助成金の種類により対象となる障害者が異なりますのでご注意ください。



１８ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず助成金の対象とならないケースもあります。

【対象者】

視覚障害者（２級）

【課題】

作成した文書のレイアウトの確認ができない。

【措置（支援内容）】

職場介助者が、障害者の指示により、障害者の
作成した文書のレイアウトを確認、修正または
伝達する。

【事例】職場介助者の配置助成金

障害者介助等助成金
事例


※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず助成金の対象とならないケースもあります。

【対象者】

視覚障害者（２級）

【課題】

作成した文書のレイアウトの確認ができない。

【措置（支援内容）】

職場介助者が、障害者の指示により、障害者の作成した文書のレイアウトを確認、修正または伝達する。　

【事例】職場介助者の配置助成金

障害者介助等助成金

事例





利用件数の多い、「職場介助者の配置助成金」の事例を１つ紹介します。



「対象者」は視覚障害２級で、「課題」は、パソコンで文字の入力はできるため文書の作成はできるものの、作成した文書のレイアウトの確認ができないというケースです。



これを支援する措置として、「職場介助者が、障害者の方の指示により、障害者の方が作成した文書のレイアウトを確認、修正または伝達する」という介助を

行っています。



このような場合は、文書の作成自体は障害者の方が一人で行えていることから助成金の対象となりませんが、その後のレイアウト確認等の部分で介助が必要となるため、障害者の方の指示を受けつつレイアウト確認等の介助業務を行っている時間が、助成金の対象となります。



１９ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

○雇用している障害者への合理的配慮の提供を目的とする。

○既に設置されている相談窓口（※）または別に新設した
相談窓口へ、

新たに相談窓口担当者を増配置すること等により、

雇用している障害者に対する相談体制を拡充する。

○障害者専門機関へ相談業務を委嘱することによる拡充も
対象となる。

※平成28年4月1日から、雇用の部分で障害者に対する差別が禁止され合理的
配慮の提供として相談窓口体制の整備が義務となりました。

【平成30年度新設】
③障害者相談窓口担当者の配置助成金 のポイント

障害者介助等助成金
ポイント




○雇用している障害者への合理的配慮の提供を目的とする。

○既に設置されている相談窓口（※）または別に新設した相談窓口へ、

新たに相談窓口担当者を増配置すること等により、

雇用している障害者に対する相談体制を拡充する。

○障害者専門機関へ相談業務を委嘱することによる拡充も対象となる。





※平成28年4月1日から、雇用の部分で障害者に対する差別が禁止され合理的配慮の提供として相談窓口体制の整備が義務となりました。

【平成30年度新設】
③障害者相談窓口担当者の配置助成金　のポイント

障害者介助等助成金

ポイント





続いて、平成３０年度に新設された、障害者相談窓口担当者の配置助成金を紹介します。



ポイントは、雇用している障害者への合理的配慮の提供を目的として、法律により義務化され既に整備されている相談体制に加えて、

新規に、合理的配慮に関する相談等に応じる相談窓口担当者を増配置することにより、雇用している障害者に対する相談体制を拡充することです。



増配置の場合、社内の従業員として配置することになりますが、社外の障害者専門機関等へ相談業務を委託することによる拡充も助成の対象となります。



なお、社内の従業員の増配置と社外の専門機関への委嘱をあわせて行った場合も、対象となります。



２０ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

「障害者相談窓口担当者の配置助成金」の概要

対象となる
障害者

対象となる措置 支給額 支給回数

身体障害者

知的障害者

精神障害者

担当者の「増配置」

①専任の場合
配置した職員1名（最大2名）に
つき月額8万円（最大6か月）
②兼任の場合
配置した職員1名（最大5名）に
つき月額1万（最大6か月）

1回
担当者の研修受講費用

研修等の受講費の３分の２
（最大２０万円）
受講者数×700円×受講時間
（10名まで） （月10時間
まで）
※①、②の増配置の対象者は除く

障害者専門機関への委嘱等
に要した経費

委嘱経費として支払った額の
３分の２（上限月額１０万円かつ
最大６か月）

障害者介助等助成金
概要


「障害者相談窓口担当者の配置助成金」の概要

		対象となる
障害者		対象となる措置		支給額		支給回数

		身体障害者

知的障害者

精神障害者		担当者の「増配置」		①専任の場合
配置した職員1名（最大2名）につき月額8万円（最大6か月）
②兼任の場合
配置した職員1名（最大5名）につき月額1万（最大6か月）		1回

				担当者の研修受講費用		研修等の受講費の３分の２
（最大２０万円）
受講者数×700円×受講時間
（10名まで）　　　　　　　　（月10時間まで）
※①、②の増配置の対象者は除く		

				障害者専門機関への委嘱等に要した経費		委嘱経費として支払った額の
３分の２（上限月額１０万円かつ最大６か月）		



障害者介助等助成金

概要





対象となる障害の種類や支給額などはこのようになっています。



対象となる措置は「担当者の増配置」、「担当者の研修受講費用」、「障害者専門機関への委嘱に要した経費」の３つです。



それぞれ支給額の要件は細かく規定されていますので、詳しくはパンフレットをご覧下さい。





２１ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

とは

通勤を容易にするための措置を行う

事業主の方への助成金

重度障害者等通勤対策助成金

重度障害者等通勤対策助成金


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とは


通勤を容易にするための措置を行う

事業主の方への助成金



重度障害者等通勤対策助成金

重度障害者等通勤対策助成金





ここからは、「重度障害者等通勤対策助成金」について説明します。



この助成金は、障害があることで通勤が困難であると認められる場合、その通勤を容易にするために事業所の近くに障害者が住むためのマンション等を借りたり、障害者の方のために駐車場を借りるというような場合が対象となる助成金です。



２２ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

通勤対策助成金の主なポイント
○対象障害者を雇用してから、6か月以内の申請であること

（中途障害者及び人事異動等の場合を除く）
○障害者の通勤を容易にするための措置を行う事業主等に支給
するものであること

○障害のみを理由とした通勤困難性が認められること

A.そもそも対象障害者の住居から勤務地まで通勤できる公共交通

機関が無い場合

B.対象障害者の前住居から勤務地まで、通常では通勤しないよう

な相当な距離があり、障害者以外の者でも通勤するのが困難な

場合
C.事業所移転に伴い、公共交通機関の利用ができなくなった場合

し
か
し

対
象
と

な
ら
な
い

重度障害者等通勤対策助成金ポイント


通勤対策助成金の主なポイント

○対象障害者を雇用してから、6か月以内の申請であること　　　　　
　（中途障害者及び人事異動等の場合を除く）
○障害者の通勤を容易にするための措置を行う事業主等に支給するものであること

○障害のみを理由とした通勤困難性が認められること





　　    

　　　 　 A.そもそも対象障害者の住居から勤務地まで通勤できる公共交通　　

　　　　機関が無い場合　　

　  　　B.対象障害者の前住居から勤務地まで、通常では通勤しないよう　　

　　　　な相当な距離があり、障害者以外の者でも通勤するのが困難な　

　　　　場合

　  　　C.事業所移転に伴い、公共交通機関の利用ができなくなった場合

しかし





対象と

ならない

重度障害者等通勤対策助成金

ポイント





この助成金に共通する主なポイントをまとめたものがこちらです。



スライド上の方に３点あげています。

どういうことかというと、障害があることが理由で通勤することが難しい場合、例えば足に障害があり、車椅子を使用しているため公共交通機関、特に乗り換えのある経路で通勤することが難しい場合などに、その負担を軽減させるために、事業主が何らかの措置をその障害者に行った場合に助成金の対象になる、ということです。



また、ここで注意していただきたいのが、スライドの下の方、矢印の下の３点です。「対象とならない」ケースが書いてあります。



たとえばＡでは、対象障害者の方の住居から勤務地まで通勤できる公共交通機関が「そもそも無い」という場合は、助成金の対象にはならないということです。



Ａ、Ｂ、Ｃのように障害によるもの以外の理由で通勤が困難な場合は、助成金の対象外となります。



２３ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

具体的な種類

１.住宅の賃借助成金

２.指導員の配置助成金

３.住宅手当の支払助成金

４.通勤用バスの購入助成金

５.通勤用バス運転従事者の委嘱助成金

６.通勤援助者の委嘱助成金

７.駐車場の賃借助成金

８.通勤用自動車の購入助成金

重度障害者等通勤対策助成金概要


具体的な種類

１.住宅の賃借助成金　　　

２.指導員の配置助成金

３.住宅手当の支払助成金　　

４.通勤用バスの購入助成金　　

５.通勤用バス運転従事者の委嘱助成金   

６.通勤援助者の委嘱助成金

７.駐車場の賃借助成金　　

８.通勤用自動車の購入助成金　　



重度障害者等通勤対策助成金

概要





それでは、具体的にどのような措置を行ったら、助成金の対象となるのでしょうか？



通勤を容易にし、雇用の継続を図るための措置として助成金の対象としているものがこちらです。現在８種類あります。



それぞれ対象となる障害の種類や等級などが細かく定められていますので注意してください。



今回は、利用件数の多い、７番の「駐車場の賃借助成金」について説明します。



２４ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

駐車場の賃借助成金
対象となる障害者 助成率 限度額 支給期間

・重度身体障害者
・3級の体幹機能障害者
・3級の視覚障害者
・3級または4級の下肢
障害者
・3級または4級の乳幼
児期以前の非進行性の脳
病変による移動機能障害
者
・5級の下肢障害、体幹
機能障害、乳幼児期以前
の非進行性の脳病変によ
る移動機能障害のいずれ
か2つ以上重複する者
・知的障害者
・精神障害者

3/4
障害者1人

5万円/月
最長

10年間

重度障害者等通勤対策助成金
概要


駐車場の賃借助成金

		対象となる障害者		助成率		限度額		支給期間

		・重度身体障害者
・3級の体幹機能障害者
・3級の視覚障害者
・3級または4級の下肢障害者
・3級または4級の乳幼児期以前の非進行性の脳病変による移動機能障害者
・5級の下肢障害、体幹機能障害、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による移動機能障害のいずれか2つ以上重複する者
・知的障害者
・精神障害者		3/4		障害者1人
5万円/月		最長
10年間



重度障害者等通勤対策助成金

概要





駐車場の賃借助成金の対象となる障害者や助成率などはこのようになっています。



すべての障害者の方が対象となるわけではないことにご注意ください。



また、助成率・限度額・支給期間はスライドの表のようになっています。



２５ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

駐車場の賃借助成金

通勤

駐
車
場

駐
車
場

事業所 自宅

200m
程度以内

200m
程度以内

・対象障害者が自分で運転する
・自宅および事業所までのそれぞれの距離が200m程度以内
・対象障害者のために新規に契約（助成金受給のために契約を切り替えるのは×）
・駐車場は通勤のためだけに使用（事業所の営業活動等別の用途での使用は×）
・駐車場の契約においては駐車区画、駐車する車を指定

ポイント

重度障害者等通勤対策助成金概 要


駐車場の賃借助成金







通勤

駐車場



駐車場























事業所

自宅



200m程度以内





200m

程度以内





・対象障害者が自分で運転する

・自宅および事業所までのそれぞれの距離が200m程度以内

・対象障害者のために新規に契約（助成金受給のために契約を切り替えるのは×）

・駐車場は通勤のためだけに使用（事業所の営業活動等別の用途での使用は×）

・駐車場の契約においては駐車区画、駐車する車を指定

ポイント

重度障害者等通勤対策助成金

概　要





続いて、「駐車場の賃借助成金」とはどのようなものか見ていきます。



これは、通勤に使用するための駐車場を事業主が借りた場合の賃借料に対する助成金です。



対象となる駐車場としては、事業所側でも対象障害者の方の自宅側でも、あるいはその両方でも対象となり得ます。



主なポイントは、スライドの下の方にあるとおりです。簡単に申し上げると、



・遠くにある駐車場ではダメ

・すでに借りてある駐車場ではダメ

・通勤以外でその駐車場を使用してはダメ



ということです。



では、２６ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず
助成金の対象とならないケースもあります。

【事例】駐車場の賃借助成金

【対象者】
下肢障害者（1級）、常時車椅子利用
【課題】
公共交通機関で通勤する場合、自宅側も事業所側も
最寄駅は階段のみで、エレベータがない。
駅員も常駐していないため、自力での通勤が困難。
【措置】
車通勤を認め、事業所側近くに駐車場を会社が賃借。
賃借料の2割を障害者本人が負担
→通勤に係る負担が軽減

雇用の継続を図れた。

障害特性
に配慮

雇用継続
○

重度障害者等通勤対策助成金事例


※同様の措置を行っても、その他の要件に合致せず

　助成金の対象とならないケースもあります。

　【事例】駐車場の賃借助成金

【対象者】

下肢障害者（1級）、常時車椅子利用

【課題】

公共交通機関で通勤する場合、自宅側も事業所側も最寄駅は階段のみで、エレベータがない。

駅員も常駐していないため、自力での通勤が困難。

【措置】

車通勤を認め、事業所側近くに駐車場を会社が賃借。賃借料の2割を障害者本人が負担

→通勤に係る負担が軽減

　雇用の継続を図れた。

障害特性に配慮

雇用継続○



重度障害者等通勤対策助成金

事例





駐車場の賃借助成金の事例を紹介します。



「対象者」は下肢障害１級で、常時車椅子を使用している方です。



「課題」は、公共交通機関で通勤するにあたり、自宅側も事業所側も最寄駅は階段のみでエレベータがなく、駅員も常駐していないため、自力で通勤することが困難ということです。



これを改善する「措置」として、車通勤を認め、事業所の近くに、事業主が対象障害者の方のために駐車場を賃借しました。なお、駐車場の賃借料の２割は障害者の方本人が負担することとしました。



この措置を行うことによって対象障害者の通勤に係る負担が軽減し、雇用の継続が可能となるという申請であったことから、この申請は認定されました。



ただし、障害者の方本人が負担している賃借料の２割の部分は、助成金の対象にはなりません。



なお、ここまで、いくつかの事例をご紹介しましたが、これまでの説明と似たようなケースを申請される場合であっても、他の要件に合致しない場合は不認定となる場合もありますので、ご承知おきください。



２７ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

２ 障害者職場実習支援事業とは？

（H30年度 新設）

障害者を雇用したことがない事業主または
精神障害者を雇用したことがない事業主が、
職場実習を計画し実習生を受け入れた場合
に、謝金等を支給するものです。

※ポイント
雇い入れを要件とは

していません。


２　障害者職場実習支援事業とは？
（H30年度 新設） 

障害者を雇用したことがない事業主または精神障害者を雇用したことがない事業主が、職場実習を計画し実習生を受け入れた場合に、謝金等を支給するものです。



※ポイント　

雇い入れを要件とは

していません。







つぎに、職場実習に対する支援制度である、障害者職場実習支援事業について、紹介します。



平成30年度から新設された、障害者職場実習支援事業は、四角で囲った部分に書いてあるように、障害者を雇用したことがない事業主または精神障害者を雇用したことがない事業主が、職場実習を計画し実習生を受け入れた場合に、謝金等を支給することで、障害者の雇用実績のない企業に対する支援を行うことを目的としています。



下の吹き出しに「ポイント」と書いてありますが、こちらの障害者職場実習支援事業は、職場実習終了後の雇い入れを要件としていません。



29ページをご覧下さい。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

○過去３年間に障害者を雇用したことがない事業主または

精神障害者を雇用したことがない事業主が対象となり、社
内における障害者雇用に係る理解の促進等を目的とする。

○実際の就労場面を想定した職場実習計画を策定し、一定
期間の実習を行う。

○社内に実習を指導する適任者がいない場合、実習指導員
を委嘱することもできる。

○職場実習終了後の雇入れを要件とはしない。

障害者職場実習支援事業のポイント

ポイント


○過去３年間に障害者を雇用したことがない事業主または

精神障害者を雇用したことがない事業主が対象となり、社内における障害者雇用に係る理解の促進等を目的とする。



○実際の就労場面を想定した職場実習計画を策定し、一定期間の実習を行う。



○社内に実習を指導する適任者がいない場合、実習指導員を委嘱することもできる。



○職場実習終了後の雇入れを要件とはしない。

障害者職場実習支援事業のポイント

ポイント





続いて、この支援事業に関する、主なポイントとして4点、申し上げます。



第一に、過去３年間に「障害者を雇用したことがない事業主」または「精神障害者を雇用したことがない事業主」が対象となり、社内における障害者雇用への理解の促進等を目的としています。



第二に、実際の就労場面を想定して職場実習計画を策定し、一定期間の実習を行います。



第三に、実習の指導は外部の専門家に依頼することも可能です。



第四に、実習後の雇入れは要件としていません。



３０ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

「障害者職場実習支援事業」の概要

概要

対象となる障害者 対象となる措置 支給額 支給回数

①障害者の雇用実績
がない事業主

身体障害者
知的障害者
精神障害者

②精神障害者の雇用
実績がない事業主

精神障害者

・職場実習の受入期
間
1週間から1か月

・職場実習の日数
原則5日～20日

・実習時間（1日あた
り）
3時間以上

職場実習受入謝金
対象者1名につき日
額5，000円

同一年度
に2回ま
で

実習指導員への謝金
1日につき
16,000円
（4時間未満の場合は

8，000円）

傷害保険の保険料
実費


「障害者職場実習支援事業」の概要

概要

		対象となる障害者		対象となる措置		支給額		支給回数

		①障害者の雇用実績がない事業主

身体障害者
知的障害者
精神障害者


②精神障害者の雇用実績がない事業主

精神障害者		・職場実習の受入期間
1週間から1か月


・職場実習の日数
原則5日～20日


・実習時間（1日あたり）
3時間以上		職場実習受入謝金
対象者1名につき日額5，000円		同一年度に2回まで

						実習指導員への謝金
1日につき
16,000円
（4時間未満の場合は
  8，000円）		

						傷害保険の保険料
実費		







「対象となる措置」、「支給額」、「支給回数」はスライド表のようになっています。



以上が、障害者職場実習支援事業の説明です。



続いて、３１ページをご覧ください。
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申請の手続 
・申請の流れ（概要） 
・申請のポイント 
 ①申請の期限 
 ②申請書類の準備 
 ③認定後・支給後の条件 

39 

助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

申請の流れ（概要）

認
定
申
請

支
給
請
求

認定
決定

不認定
決定

支給
決定
→振込

不支給
決定

☆認定申請・支給請求にはそれぞれ審査があります。
☆認定され、支給請求まで進んでも、要件に合致しなければ受給できません。
☆申請窓口は都道府県支部です（審査は機構本部にて行います）。

事業主 事業主機構 機構

審
査

審
査

提出 提出




申請の流れ（概要）



認

定

申

請

支

給

請

求



認定

決定





不認定

決定



支給

決定

→振込



不支給

決定





☆認定申請・支給請求にはそれぞれ審査があります。

☆認定され、支給請求まで進んでも、要件に合致しなければ受給できません。

☆申請窓口は都道府県支部です（審査は機構本部にて行います）。

事業主

事業主

機構

機構







審査





審査

提出

提出









申請の流れについて説明します。



まず、助成金や謝金を受給する資格の認定を受けるための「認定申請」という手続を行い、審査を経て「認定決定」がされてから「支給請求」という流れで、機構に請求をすることになっています。



つまり、助成金や謝金を受給するためには、「認定申請」と「支給請求」、少なくとも二つの手続が必要になります。



認定され、支給請求まで進んだとしても、審査の過程で要件に合致しなければ不支給決定となるケースもあります。



なお、審査は機構本部にて行いますが、事業主の皆様が相談や手続等をする窓口は都道府県支部となります。



ここから、申請のポイントについて説明します。３３ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

申請のポイント①

申請の期限

認定申請や支給請求には期限がある（例）

認定申請の場合）・雇入日から６か月以内
・障害者手帳の交付日から６か月以内
・賃貸借契約を行おうとする日の前日から起算して2か月

前から賃貸借契約の締結日の翌日から起算して3か月以内
・工事等の発注（契約）予定日の前日まで

支給請求の場合）・認定日から起算して1年以内

助成金等ごとに期限・要件は異なります。お早めに支部へご相談ください！

etc…

※注意※

※期限内に申請するだけでなく、要件に合致している必要があります。

施設・設備の整備や通勤用自動車の購入等、
認定申請の前に着手(契約・発注・支払)すると申請ができない場合があります。
助成金の活用をお考えの場合には、まず支部へご相談ください。








申請のポイント①

申請の期限

認定申請や支給請求には期限がある（例）

認定申請の場合）・雇入日から６か月以内

　　　　　　　　 ・障害者手帳の交付日から６か月以内

　　 　　　　　　・賃貸借契約を行おうとする日の前日から起算して2か月　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　 前から賃貸借契約の締結日の翌日から起算して3か月以内

		 ・工事等の発注（契約）予定日の前日まで　

支給請求の場合）・認定日から起算して1年以内

　　　　　　　　　　

助成金等ごとに期限・要件は異なります。お早めに支部へご相談ください！

etc…

※注意※



※期限内に申請するだけでなく、要件に合致している必要があります。



施設・設備の整備や通勤用自動車の購入等、

認定申請の前に着手(契約・発注・支払)すると申請ができない場合があります。

助成金の活用をお考えの場合には、まず支部へご相談ください。





１つ目のポイントは、「申請の期限」です。



「認定申請と支給請求には期限がある」の箇所をご覧ください。　



ここには一例を挙げておりますが、認定申請の場合、対象となる障害者の方を雇い入れてから何か月以内であるとか、工事等の発注や契約の予定日の前日までといった期限があります。



支給請求の場合、認定が決定されてから何か月以内に提出するといった期限があります。



また、※印で「注意」と記載がありますが、認定申請をする前に事業主の皆様が契約、発注、支払いなどの手続をしてしまうと、対象外になるケースがあります。



施設・設備の整備や通勤用自動車の購入等についてはこのような点についても注意が必要です。



３４ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

申請のポイント②

申請書類の準備

・申請はすべて書類審査
→必要となる書類は助成金等ごとに異なります

タイムカード

出勤簿 賃金台帳 雇用契約書

労働条件通知書

売買契約書

賃貸借契約書

請書

etc…

しっかりとした書類の準備が不可欠となります。
ご不明な点は、早めに支部にご相談ください。

書類の不足や記入漏れがあると審査ができません！！




申請のポイント②

申請書類の準備

・申請はすべて書類審査

　　　　→必要となる書類は助成金等ごとに異なります









タイムカード

出勤簿

賃金台帳

雇用契約書

労働条件通知書

売買契約書

賃貸借契約書

請書

etc…

しっかりとした書類の準備が不可欠となります。

ご不明な点は、早めに支部にご相談ください。



書類の不足や記入漏れがあると審査ができません！！







ポイントの２つ目は、書類の準備です。



受給するための手続は全て書類で行うため、必要な書類をキチンと揃えていただくことが不可欠です。



例えば、障害者の方を雇用して、必要な施設を整備したにもかかわらず、手続の段階になって施設工事の「契約は締結していません」というケースがときどきあります。



契約書により、契約日及び契約内容が確認できない場合は、大変お気の毒ですが「支給はできません」という話になります。



助成金、謝金ごとに必要となる書類は異なりますのでご注意ください。



３５ページをご覧ください。
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助成金の概要及び支給手続きについて 

申請のポイント③

認定後・支給後の条件

認定・支給の条件は助成金
ごとに異なります。

★支給された後にも、手続や条件があります。

認定条件・支給条件ともに助成金ごとに異なります。
詳しくは各種パンフレットをご覧いただくか、

支部へお問い合わせください。

・対象となった障害者の雇用を一定期間以上継続する義務
（対象障害者等雇用継続義務期間）

・助成対象となった措置の実施状況の報告
・調査への協力

支給後の条件例（支給条件）

・業務日誌等の作成
・認定を受けた事業計画を変更する場合には、変更手続が必要
・施設・設備の取得価格が30万円以上の場合には、資産計上が必要

認定後の条件の例（認定条件）

etc.

etc.








申請のポイント③

認定後・支給後の条件

認定・支給の条件は助成金

ごとに異なります。

★支給された後にも、手続や条件があります。

認定条件・支給条件ともに助成金ごとに異なります。

詳しくは各種パンフレットをご覧いただくか、

支部へお問い合わせください。



・対象となった障害者の雇用を一定期間以上継続する義務

　（対象障害者等雇用継続義務期間）

・助成対象となった措置の実施状況の報告

・調査への協力

支給後の条件例（支給条件）



・業務日誌等の作成

・認定を受けた事業計画を変更する場合には、変更手続が必要

・施設・設備の取得価格が30万円以上の場合には、資産計上が必要　　　　

認定後の条件の例（認定条件）

etc.

etc.





３つ目のポイントは、認定を受けた後や、支給された後にも条件があるということ

です。



スライドには認定後の条件・支給後の条件ということで、例を挙げています。



「認定後の条件の例」に書かれているように、例えば、障害者介助等助成金の場合、助成金を受けるためには業務日誌など実施記録をつけることが必要だったり、助成金ごとに決められた条件があります。



また、支給を受けた後にも、例えば、作業施設設置等助成金などの場合は「支給後の条件」として、「対象となった障害者の雇用を一定期間以上継続する義務」や「実施状況を報告する」などの条件があります。

　

３６ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

事業主の皆様へお願い

障害者雇用納付金を財源とし、
公平・公正な支給が求められることから
不適正支給や不正受給の防止に取り組んでいます。

☆認定条件・支給条件に違反した場合には、
認定の取消や、支給した助成金等を返還していただくケースもございます。

支部への事前相談をお願いします！

～公平・公正な支給のための取り組みについて～




事業主の皆様へお願い

障害者雇用納付金を財源とし、

公平・公正な支給が求められることから

不適正支給や不正受給の防止に取り組んでいます。

☆認定条件・支給条件に違反した場合には、

　認定の取消や、支給した助成金等を返還していただくケースもございます。



支部への事前相談をお願いします！

～公平・公正な支給のための取り組みについて～







ここで、事業主の皆様へお願いです。



当機構では、公正・公平に助成金や謝金を支給するための取り組みとして、不適正支給や不正受給の防止に取り組んでいます。



たとえば、障害のある方が介助なしで働けるようになったとか、駐車場が必要なくなったなどのように、助成金をもらう必要がなくなったのに、必要な手続をしないでもらい続けてしまった場合などには、助成金を返還していただくことになります。



障害者雇用に真剣に取り組んでくださっている事業主の皆様に適切に支給するためですので、ご理解いただきたいと思います。



３７ページをご覧ください。
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助成金の概要、活用事例及び支給手続きについて 

お問い合わせ先（助成金申請・相談窓口）

独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構

各都道府県支部 高齢・障害者業務課

機構ホームページ：http://www.jeed.or.jp

助成金ごとの
パンフレットがほしい

助成金について
もっと詳しく知りたい

ご清聴、ありがとうございました。






各都道府県支部 高齢・障害者業務課にご相談ください！





お問い合わせ先（助成金申請・相談窓口）



独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構

各都道府県支部　高齢・障害者業務課



機構ホームページ：http://www.jeed.or.jp

助成金ごとの

パンフレットがほしい

助成金について

もっと詳しく知りたい

ご清聴、ありがとうございました。





最後になりますが、助成金のご活用をお考えの場合には、まず○○支部 高齢・障害者業務課／高齢・障害者窓口サービス課へご相談ください。



また、当機構ホームページには、認定の事例や留意事項等、助成金に関する情報を掲載しております。併せてご利用ください。



（結び）

　　　　以上で、助成金及び障害者職場実習支援事業に関する概要説明は終了させていただきます。

　　　　本日は貴重なお時間をいただき、誠にありがとうございました。

　　　　今後も障害者雇用に対するご理解、ご協力を宜しくお願い申し上げます。
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